
（単位：千円）

分　類 事　項　名 子ども・子育て支援新制度給付費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 11,065,105 ） （ 653,696 ） （ 653,696 ）

11,065,105 653,696 653,696

子どものための教育・保育給付費 0 → 653,696

分　類 事　項　名 児童保護費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 4,524,991 ） （ 46,370 ） （ 46,370 ）

5,577,694 92,738 92,738

児童保護費（経済対策分） 0 → 92,738

分　類 事　項　名 生活保護費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 240,130 ） （ 17,113 ） （ 17,113 ）

813,197 68,451 68,451

最高裁判決を踏まえた追加支給に係る生活扶助費 0 → 68,451

既定予算額 補正協議額 補正予算額
（ 110,528,108 ） （ 717,179 ） （ 717,179 ）

112,326,702 814,885 814,885
義務的 既定予算額 補正協議額 補正予算額
経費 （ 113,407,058 ） （ 717,179 ） （ 717,179 ）

分類計 115,734,804 814,885 814,885

社会保障
関係費計

令和７年度２月補正予算額事項別一覧（経済対策等分）

（一般会計）

説　明

子ども・子育て支援法に基づく、子どものための教育・保育給付及び子育てのための施
設等利用給付の県負担分に要する経費

説　明

保育士等の処遇改善及び保育所等の運営継続に要する経費

説　明

要保護児童の心身とも健全な育成を図るための保護措置及び契約による障害児施設
利用児童の障害児入所給付費等に要する経費

児童養護施設等の職員の処遇改善及び運営継続に要する経費

生活に困窮する全ての国民に対し、その困窮の程度に応じ必要な保護を行い、その最
低限度の生活を保障し、その自立を助長するための経費

平成２５年の生活扶助基準改定に関する最高裁判決を踏まえた生活扶助費の追
加支給に要する経費

   （　　　　）は一般財源



令和７年度２月補正予算額事項別一覧（経済対策等分）

分　類 事　項　名 総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館管理運営費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 143,340 ） （ 0 ） （ 0 ）

149,025 1,138 1,138

分　類 事　項　名 生活保護システム等運営費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 8,163 ） （ 0 ） （ 0 ）

33,390 4,037 4,037

生活保護システム等の運営に要する経費

分　類 事　項　名 視覚障害者福祉センター運営費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 13,053 ） （ 0 ） （ 0 ）

26,105 1,108 1,108

既定予算額 補正協議額 補正予算額
運営費計 （ 742,532 ） （ 0 ） （ 0 ）

882,441 6,283 6,283

視覚障害者センターの管理運営に要する経費

説　明

説　明

説　明
総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館、福祉相談センター及び聴覚障害者センターの管
理運営に要する経費

   （　　　　）は一般財源



令和７年度２月補正予算額事項別一覧（経済対策等分）

分　類 事　項　名 福祉人材確保等推進事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 18,035 ） （ 16,961 ） （ 16,961 ）

33,080 169,595 169,595

介護福祉士等修学資金貸付事業 0 → 169,595

分　類 事　項　名 生活保護等対策費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 6,055 ） （ 0 ） （ 0 ）

13,838 37,101 37,101

１．最高裁判決を踏まえた生活扶助費の 0 → 22,324
追加支給事務費

２．救護施設等サービス継続支援事業 0 → 2,200
（設備・備品の購入補助）

３．医療・福祉施設等物価高騰対策支援金 0 → 12,577
（救護施設等）

分　類 事　項　名 子ども・子育て支援新制度等事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 4,117,027 ） （ 15,695 ） （ 15,695 ）

4,342,281 218,255 218,255

１．地域子ども・子育て支援事業費 0 → 15,695

２．医療・福祉施設等物価高騰対策支援金 0 → 202,560
（保育所・幼稚園・認定こども園等）

説　明

説　明

説　明

市町村が行う地域子ども・子育て支援事業における事業継続支援事業に対する県負
担に要する経費

物価高騰の影響を受ける救護施設等への支援に要する経費

平成２５年の生活扶助基準改定に関する最高裁判決を踏まえた生活扶助費の追加
支給に係る事務に要する経費

物価高騰の影響を受ける保育所等への支援に要する経費

介護福祉士等の養成施設の在学者に対する修学資金等の貸付に要する経費

救護施設等に対する設備・備品購入への支援に要する経費

   （　　　　）は一般財源



令和７年度２月補正予算額事項別一覧（経済対策等分）

分　類 事　項　名 児童福祉施設事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 30,674 ） （ 2,625 ） （ 2,625 ）

149,626 31,147 31,147

１．児童養護施設等における性被害 0 → 1,875
防止対策支援事業

２．里親支援センター開設支援事業 0 → 8,000

３．医療・福祉施設等物価高騰対策支援金 0 → 21,272
（児童養護施設等）

分　類 事　項　名 障害者総合支援推進費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 49,335 ） （ 6,425 ） （ 6,425 ）

863,936 995,097 995,097

１．障害児支援事業所等における性被害 0 → 825
　防止対策支援事業

２．障害福祉分野の介護テクノロジー導入 0 → 18,450
・障害児支援分野のＩＣＴ導入モデル事業

３．障害福祉サービス事業所等サービス継続支援 0 → 293,015
事業（設備・備品の購入補助）

４．医療・福祉施設等物価高騰対策支援金 0 → 682,807
（障害福祉サービス等事業所・施設）

分　類 事　項　名 障害者福祉施設整備費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

478,460 114,884 114,884

障害者福祉施設等整備費補助事業費（経済対策分）
説　明 障害者福祉施設等の整備、大規模修繕等への補助に要する経費

障害児入所施設等における性被害防止対策のための取組への支援に要する経費

説　明

説　明

障害者支援施設等が行うロボット等の導入への支援に要する経費

障害者福祉サービス事業所等に対する設備・備品購入への支援に要する経費

物価高騰の影響を受ける障害福祉サービス事業所等への支援に要する経費

児童養護施設等における性被害防止対策のための取組への支援に要する経費

里親支援センターの開設に必要な設備整備や改修等への支援に要する経費

物価高騰の影響を受ける児童養護施設等への支援に要する経費

   （　　　　）は一般財源



令和７年度２月補正予算額事項別一覧（経済対策等分）

分　類 事　項　名 介護保険施行事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 113,040 ） （ 62,244 ） （ 62,244 ）

4,242,014 1,774,679 1,774,679

１．介護テクノロジー導入・協働化等支援事業 0 → 315,468

２．医療・福祉施設等物価高騰対策支援金 0 → 1,459,211
（介護サービス事業所・施設等）

既定予算額 補正協議額 補正予算額
事業費計 （ 7,780,051 ） （ 103,950 ） （ 103,950 ）

18,135,734 3,340,758 3,340,758
一般行政 既定予算額 補正協議額 補正予算額

経費 （ 8,522,583 ） （ 103,950 ） （ 103,950 ）
分類計 19,018,175 3,347,041 3,347,041

一般会計 既定予算額 補正協議額 補正予算額
（ 121,929,641 ） （ 821,129 ） （ 821,129 ）

計 134,752,979 4,161,926 4,161,926
特別会計 既定予算額 補正協議額 補正予算額

（ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）
計 164,392,043 0 0

既定予算額 補正協議額 補正予算額
合　計 （ 121,929,641 ） （ 821,129 ） （ 821,129 ）

299,145,022 4,161,926 4,161,926

説　明

介護事業所が行う介護テクノロジーの導入等への支援に要する経費

物価高騰の影響を受ける介護サービス事業所等への支援に要する経費

   （　　　　）は一般財源


